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孔子廟違憲判決と
政教分離のゆくえ

神道指令の相対化とボストモダンの影響と

最大判令和3年2月24日

德永信一

１　はじめに

ー事案の概要

2013（平成 25）年、那覇市が管理する都市公園であ

る松山公園内に儒教の祖である孔子等を祀った久米至

聖廟（以下「本件孔子廟」という）が設置された。本件孔

子廟は、17 世紀に建てられたものであったが、戦災で

焼失し、那覇市内に再建されたものであった。那覇市

は、本件孔子廟の所有者である一般社団法人久米崇聖

会からの要請に応じ、本件孔子廟を松山公園内に設置

大法廷判決を報告する記者会見でマイクをと
る原告・金城照子氏（筆者撮影）
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する許可を付与したうえ、年 576 万円となる公園の敷

地の使用料を全額免除していた。

かかる事態に対し、那覇市の住民である金城照子氏

が、那覇市による全額免除の措置が憲法の政教分離原

則に違反して無効であるとして声を上げ、住民訴訟と

して訴えたのが本件訴訟である。訴えの具体的な内容

は、地方自治法 242 条の 2 第 1 項 3 号に基づき、住民

である金城照子氏が原告となり、那覇市市長を被告と

し、公園使用料を請求しないことが違法に財産の管理

を怠るものであることの確認を求めるものであった
（1）

。

本件孔子廟は、大成殿、明倫堂（論語等を学ぶための

学習施設）、至誠門、中庭等によって構成された施設で

ある。大成殿は孔子祭りがなされる本殿であり、孔子

とその高名な弟子である四配（顔子、曾子、子思子、孟

子）が祀られている。至誠門は年に一度、大成殿を舞

台にして行われる釋
せきてんさいれい

奠祭禮の日に孔子の霊を迎えるた

めに開かれる門である。 

釋奠祭禮とは、至誠門から中庭の御道を進み、大成

殿へ上ってきた孔子の霊を迎え、香を焚き、酒と供物

を並べて饗応し、祝文を奉読等した後に霊を送り返す

ものである。原告となった金城氏は、2013（平成 25）

年に挙行された釋奠祭禮を見た時、本殿において荘厳

な雰囲気で霊を迎えて恭しく仕える様子を見て「これ

が宗教でなければ何が宗教か」とその宗教性を直感し

たという。

本件孔子廟は、もともと明の福建州から渡来して琉

球王朝を支えてきた職能集団を祖とすると伝わる久米

三
ク ニ ン ダ ン チ ュ

十六姓と呼ばれる一族が 17 世紀に久米村に建てた

（1）　実際に違法確認
の対象とされていたの
は2014（平成26）年4
月1日から同年7月24
日までの間の公園使用
料にあたる181万7063
円であった。

大成殿（筆者撮影）

至聖門（筆者撮影）

本殿内部の様子（筆
者撮影）
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ものを起源とするが、先の大戦で焼失し、1975（昭和

50）年に那覇市内の若狭という場所で再建されたもの

を、「遷座式」と「遷座御
う

顔
ばん

」という儀式を経て、移設

という形をとって新設されたものであった。本件孔子

廟を所有して祭禮を主催している一般社団法人久米崇

聖会は、本件孔子廟のほか、道教の施設である天尊廟

や天后宮などを維持管理し、釋奠祭禮や道教の祭祀を

執行している。定款上、正会員の資格は久米三十六姓

の末裔に限定されており、女性会員は事実上認められ

ていない。

ー受任の経緯

本件訴訟の原告となった金城照子氏は、1928（昭和

3）年生まれの那覇市民である。

本書が刊行された 2022（令和 4）年は沖縄が日本に返

還された 1972（昭和 47）年からちょうど 50 周年にあた

るが、当時、沖縄では返還後の米軍基地のあり方をめ

ぐって反対派と賛成派とが厳しく対立していた。本件

訴訟の原告となった金城照子氏は、子どもたちへの教

育をそっちのけにして政治闘争に明け暮れているよう

に見えた県教職員組合のあり方に疑問を感じ、子供た

ちの保護者や一般市民からなる「子どもを守る父母の

会」を組織し、その事務局長として活躍してきた保守

系市民活動家としての経歴をもっていた。

本件孔子廟が設置された 2013（平成 25）年当時の市

長は、後に沖縄県知事となって「オール沖縄」のシン

ボル的存在となる翁長武志氏であった。かねて翁長氏

の中国寄りの姿勢を警戒していたことに加え、那覇市
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民に対する十分な説明も議会での丁寧な議論もないま

まに那覇市の市民公園に中国とのゆかりが深い久米三

十六姓が保持してきた儒教施設が設置され、そこで久

米三十六姓の儀式として伝えられ、那覇市の一般市民

にとってはなじみのなかった釋奠祭禮（孔子祭）という

宗教的な儀式が那覇市の援助を受ける形でなされるこ

とに金城照子氏は驚きと違和感を感じていた。ある日、

久米崇聖会が発行しているパンフレットに、本件孔子

廟の正面に立つ 2 本の龍柱が 5 本爪のものであってそ

れが中国の皇帝にしか許されないものだ、と書かれて

いるのを読み、金城氏の不安は刺激された。本件孔子

廟の敷地として那覇市が管理する公園を無料で提供し、

毎年、釋奠祭禮を実施させることは、沖縄が中国によ

る支配を歓迎しているという誤ったメッセージを発す

ることになるのではないか、という危惧が頭をもたげ

た。そのことは、同時に、現在も沖縄の政財界に影響

力をもつ久米崇聖会を優遇し、彼らが奉じる儒教とい

う宗教とその宗教儀式を、援助し、促進するものにほ

かならない―。そう考えた金城氏は、「住みよい那覇

市をつくる会」を立ち上げ、本件孔子廟の撤去を求め

る市民運動を始めた。

およそ政教分離の問題は、ある事象を問題視する人が

現れてはじめて社会的に顕在化する。従来のケースは、

概ね「国家神道」の存続や復古的動向に異議を唱える

革新系の反戦活動家やプロテスタント系キリスト教徒

が中心であり、その対象は神社神道・皇室祭祀・戦没

者慰霊が主たるものであった。ところが、金城氏は、靖
国神社による英霊祭祀を国旗国歌に対する儀式と同じく
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（2）　三好裁判長およ
び可部裁判官は、いず
れも反対意見の中で、
国のために殉じた戦没
者に対する慰霊や追悼
は普遍的儀礼であり、
国、県またはその代表
者が行うべき礼儀であ
り、道徳的には義務で
ある、玉串料の支出も
社会的儀礼の範囲内の
ものであり、宗教との
関わりがあるとしても、
その目的と効果に照ら
して社会的に許容でき
る相当な範囲を超える
ものではないとした。

国家儀礼として位置づけるべきだと考える保守派の市民

であり、そこが本件の最大の特色だったということがで

きる。

筆者は、それまでにも沖縄を舞台とする保守派の主

張を訴える訴訟を担当してきたが、金城氏およびその

支援者らから訴訟代理人となることを依頼されたのは、

そうした背景があってこそのことであったが、靖国神

社における英霊祭祀については、金城氏と同じ考えで

あった。国家による戦争において尊い命を犠牲にして

戦った戦没者に対し、その勇気と献身に対し、感謝と

敬意をもって顕彰し、慰霊するのは後世を生きている

者の当然の責務であるというのが筆者の信条である。

将来の歴史的評価に委ねるべき当該戦争の善悪をあげ

つらう前に日本という国家の同一性がある限り、英霊

に対する儀礼は全うしなければならないと考えている。

その意味において靖国神社が行う英霊祭祀は普遍的な

社会的国家的儀礼であり、公共性の高いものである。そ

れが神道儀礼の形式をとるのは、明治維新以来の歴史

的経緯を踏まえたものであり、特定の宗教の布教や奨

励とはいえないだろう。靖国神社に対する玉串料の奉

納を違憲だとした 1997（平成 9）年の愛媛県玉串訴訟最

高裁判決の多数意見は靖国神社に対する戦後的偏見に

基づくものであり、戦没者慰霊ないし追悼は宗教との

関わりがあるとしても、政教分離に違反しないとした

三好達裁判長、可部恒雄裁判官による少数反対意見が

正しいと筆者は考えている
（2）

。

そもそも、政教分離原則は、立憲主義を奉じる民主主

義国家にあっても決して普遍的なものではないし、決
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まった形があるわけでもない。アメリカ憲法の国教樹

立禁止条項は、イギリス国教会を強いるイギリス王の

迫害から逃れ、信仰の自由を求めて新天地に渡ったピ

ルグリム・ファーザーズの歴史に由来するもので、積

極的に宗教的自由を確保するための原則であり、あく

まで特定の
4 4 4

教会と国家との分離を意味する。フランス

憲法の政教分離原則であるライシテ（非宗教）原則は、

合理主義的啓蒙とカトリック教会からの独立という政

治的文脈があった。ドイツ憲法も国教の樹立を禁じて

いるが、宗教活動に国家の公認を要する公認宗教制を

採用してカトリック教会を保護し、その教会税の徴収

を認めている。イタリアも同様である。イギリス国教

会を国教とするイギリスはもちろん、ノルウェー、ス

ウェーデン、デンマークをはじめとする北欧諸国は、国

王が司祭を務めるルター派プロテスタントを国教ない

し準国教として扱いながら、宗教的寛容の精神をもっ

て政教分離の実質を果たしてきたとされている
（3）

。

神社で七五三を祝い、祭で神輿を担ぎ、結婚式は教

会で行い、葬式を仏式で行うことを厭わない日本の宗

教的土壌は宗教間の習合と多重信仰を許容している。

天皇は神道の最高権威者であり、即位の礼や大嘗祭と

いった儀礼は、国事行事もしくは皇室の公的活動とし

て神式で行われている。かかる天皇を国民統合の象徴

に戴く日本国憲法の解釈においても、厳格な分離を貫

くことなく、信教の自由を全うすることは十分に可能

であろう―。

そのような考えをもつ筆者が金城氏の裁判を受任し

て儒教祭祀の政教分離原則違反を問うものとして構成

（3）　イギリスにはイギ
リス国教会（カンタベ
リー教会）があり、王
（女王）が最高権威者で
ある。ノルウェーでは
ノルウェー教会、デン
マークではデンマーク
教会、スウェーデンには
スウェーデン教会（い
ずれもルター派のプロ
テスタント）が、国家
と深い関わりをもつ国
教ないし準国教として
扱われており、王（女
王）が教会の長とされ
ている。ちなみに、こ
れらの国々では国旗に
十字架のデザインが使
用されている。
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（4）　GHQは 日 本 の
「軍国主義・超国家主
義」を生み出した悪の
源泉こそが「国家神道」
であり、日本を戦争に
導いた原因であるとみ
て危険視した。そのた
め1945（昭 和20）年
12月15日にGHQが日
本政府に対して発した
覚書「国家神道、神社
神道ニ対スル政府ノ保
証、支援、保全、監督並
ニ弘布ノ廃止ニ関スル
件」のことが神道指令
と呼ばれる。それは、
信教の自由の確立と軍
国主義の排除、国家神
道を廃止、神祇院の廃
止を命じたものである
が、戦死者の公葬の禁
止といった日本の文化
的諸政策にまで及ぶも
のだった。

したのは、儒教というものを日本国憲法における「宗

教」として問うことに興味をもったからであった。

日本国憲法の政教分離規定は、ポツダム宣言受諾に

基づく占領統治を行った GHQ による神社（国家）神道

を敵視した「神道指令」（神道と国家の分離）に基づくも

のであった
（4）

。日本の多重信仰的な文化的伝統や歴史的

な宗教事情、そして「山川草木悉皆成仏」という日本

独自のアミニズムの世界観を理解していたとは思えな

い GHQ による宗教文化干渉は、今日の文化多元主義

の視点からみると西欧中心主義に基づく独善的で排他

的な文化差別ともいえる側面があった。その残滓を取

り除くには、今も憲法に伏在している「神道指令」を

相対化して希釈する必要がある。儒教は、その格好の

補助線となるように思われた。

ー訴訟での争点

訴訟での争点は、言うまでもなく本件孔子廟の設置

に係る公園使用料の全額免除が憲法 20 条 1 項後段、同

条 3 項ないし憲法 89 条の政教分離規定に違反するか

どうかである。

より具体的には本件孔子廟が宗教的施設かどうか、

そこで挙行されている釋奠祭禮が宗教上の儀式かどう

か、そして一般社団法人久米崇聖会が宗教上の団体か

どうかであり、併せて、年間 576 万円もの公園使用料

の全額免除という援助を、那覇市が主張する教育施設、

観光施設、文化施設としての「公共性」との関係にお

いて「許容される範囲内」といえるかどうかという判

断にある。
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いつまで続く！？ 見過ごされて
きた法廷内での人権侵害

法廷内での手錠腰縄国賠訴訟を振り返る

大阪地判令和元年５月27日

川﨑真陽

１　はじめに

現状の我が国における刑事法廷では、勾留されてい

る被疑者・被告人は、手錠と腰縄で拘束されたまま出

廷する。日本の法曹にとって、このことは常識であり、

刑事裁判に行けば、当たり前のように目の前で行われ

る光景である。しかしながら、誰でも自由に出入りで

きる場所に、無罪が推定されるはずの被疑者・被告人

が、手錠・腰縄姿を晒されることは、被疑者・被告人

の人権を侵害するのではないか―。

本件訴訟は、法曹界にとって「当たり前」とされて

法廷内での

手錠・腰縄
やっぱり、ダ

メ!！

大阪弁護士会発行のリーフレット
表紙（同弁護士会ウェブサイトよ
り）
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きた習慣を問うた裁判である。

２　事件の端緒

本件訴訟に先立つ 2014（平成 26）年、ひとりの被告人

が、声を上げた。手錠・腰縄をされたまま、法廷に行

きたくない―と
（1）

。弁護人は、この被告人の主張を正

当と考え、被告人の手錠・腰縄が見えないようにする

ための方策を実施するよう裁判所に求めたが（法廷秩

序に関する職権発動または法廷警察権の行使の促しである）、

裁判所は、それを認めなかった。この判断を受け、最

終的に、弁護人はこの被告人の要望を容れ、被告人と

ともに法廷に出廷しなかった。これに対して裁判所は、

弁護人に在廷命令を出した。弁護人は裁判所の在廷命

令にも従わず、裁判所は弁護人に対して過料３万円の

決定をした。この裁判所による過料の決定に対して異

議を唱え、弁護人を支援した弁護士ら（筆者を含む）が、

本件訴訟の中心となる弁護団である。

3　提訴に至る経緯

上記の事件以降、大阪弁護士会所属の弁護士らは、

「法廷内における手錠・腰縄問題を考える会」（以下「考

える会」という）を結成し、この問題の解決に向けて動

き出した。そして、「考える会」メンバーの弁護士で

ある西川満喜弁護士が担当した刑事事件の被告人らが、

本件訴訟の原告らである。本件訴訟の原告らは、「考え

る会」の活動を知り、「考える会」の活動の本旨が自分

（1）　2014年12月1日
付朝日新聞参照。
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（2）　なお、本来であれ
ば、法廷への被告人出
入り口の直前（法廷外）
で手錠・腰縄を外すこ
とが理想ではあるが、
逃走等防止のためとい
う理由で刑事収容施設
側が手錠・腰縄の解錠
には極めて慎重な姿勢
であることに鑑みて、
衝立を使用するとの具
体例を挙げたものと考
えられる。

の思いや疑問と淵源を同じくするものであると感じた。

本件訴訟の原告らは、上記被告人と同じように法廷に、

手錠・腰縄姿で出廷させられることに苦痛と疑問を感

じていたのである。そこで、西川弁護士は、裁判所と

拘置所に対して、公判期日のたびに、手錠・腰縄姿で

入退廷させない措置を講ずるよう申入れを行ったが、

認められることはなかった。本件訴訟の原告らは、こ

のような裁判所・拘置所の責任を問うために、本件訴

訟を起こした。

4　事案の概要

原告らは、覚せい剤取締法違反で、それぞれ起訴さ

れた者である。原告らは、手錠・腰縄姿のままで法廷

に連れられることが、著しく苦痛であり、疑問であると

して、原告らの各刑事裁判の公判期日の前に、弁護人

を通して、受訴裁判所に、法廷内の被告人出入り口付

近に衝立を設けるという具体的な方法を例示したうえ

で、手錠・腰縄を施された被告人の姿を入退廷に際し

て、裁判官や傍聴人から見られないようにする措置を

講じるように求める申入れをした
（2）

。当該申入れは、原

告らの公判期日があるたびに行った。

しかしながら、原告らの受訴裁判所および原告らに

同行した刑務官らは、いずれも特段の措置を講じず、そ

の結果、原告らは、手錠・腰縄をされたまま刑事法廷

に入退廷させられ、法廷内の裁判官や傍聴人らに、手

錠・腰縄姿を見られることとなった。このことが原告

らの人格権、無罪推定を受ける権利等を侵害したとし



254

（3）　ほかには、身体の
自由（憲法31条）の侵
害、公平な裁判を受け
る権利（憲法37条）の
侵害、公判廷における
身体不拘束原則（刑事
訴訟法287条）への抵
触、また、刑事収容施
設被収容者処遇法78条
違反がある。

（4）　刑事収容施設被
収容者処遇法78条1項
1号は、「逃走」のおそれ
があることを拘束具使
用の要件とし、刑事訴
訟法60条1項3号は、
勾留の理由のひとつに
「逃亡し又は逃亡する
と疑うに足りる相当な
理由があること」を挙
げている。しかしなが
ら、勾留されていない
者を勾留する際の「逃
亡〔を〕疑う相当な理
由」（刑事訴訟法60条1
項3号）と、すでに勾
留されている者が「逃
走すること」（刑事収容

て、原告らが慰謝料を請求したのが、本件裁判である。

5　争点等

本件裁判は、裁判官、刑務官の職務上の義務違反を

理由とする国家賠償請求である。争点については、裁判

官に対する責任追及と刑務官に対するそれで共通する。

ー原告らの主張
弁護団が主張した違法性のうち、憲法上の争点に関

連するものは、次のとおりである
（3）

。なお、あらかじめ

述べておけば、被制約権利について憲法条項を指摘す

るのみでは必ずしも十分ではない場合がある。憲法の
内容をより詳細化し充実化させた自由権規約をはじめと

する国際法の援用も、憲法訴訟を争ううえで実務上、極

めて重要である。

①原告らの人格権の侵害（憲法13条、自由権規約７条）

　手錠・腰縄姿を法廷内の人々に晒されることが、原告らの人として

の尊厳、人間らしく生きる権利を侵害する。

②原告らの無罪推定を受ける権利の侵害（憲法31条、自由権規約10条・

14条）

　無罪が推定される原告、すなわち無罪であるとして取り扱わなけれ

ばならない原告らを、罪人であることを想起させる手錠・腰縄姿で法

廷に出入りさせたことが、原告らの無罪推定の権利を侵害する。

③防御権行使の侵害

　刑事公判廷への入退廷時に被告人に手錠・腰縄を使用することは、公

判に臨む被告人の心理に不当な作用を及ぼす結果、被告人の真意に基
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施設被収容者処遇法78
条1項1号）には、逃
走罪（刑法97条）の適
用の有無の違いをはじ
め、質的な違いがあり
うる。勾留されている
者が、一律に刑事収容
施設被収容者処遇法78
条1項1号の逃走のお
それに関する要件を満
たすとすることはでき
ないであろう。

づく供述を困難にさせるなど、適切な防御権行使を阻害する。

④当事者対等の訴訟構造への抵触

　入退廷時に被告人に手錠・腰縄を使用することは、当事者としての

主体的な防御活動を保障した刑事手続の基本原則ないし憲法の規定に

反する。

⑤平等権侵害

　勾留されていない被告人は、手錠・腰縄をされないで出廷するのに

対し、勾留されている被告人は、手錠・腰縄をされて出廷することは、

同じ被告人の立場でありながら、不合理な差別的取扱いを受けている
（4）
。

本稿では、憲法上の争点の中でも、特に①と②を中

心に述べていく。

ー被告（国）の主張

ア　①人間の尊厳に対する侵害について

被告（国）は、手錠・腰縄姿で法廷に入退廷させる

行為が、被疑者・被告人の人権を侵害するか否かにつ

いては、正面から答えなかった。被告（国）は、次の

ように主張した。

国賠法１条１項の適用上、公務員の行為が違法といえるためには、権

利ないし法益の侵害があるか否かではなく、公務員が個別の国民に対して

負担する職務上の法的義務に違反するか否かで判断されるのであり、当

該職務上の法的義務の有無は、法令の根拠に基づいて特定する必要があ

るところ、原告らの主張は、単に手錠等の使用が人間としての尊厳を傷

つける（すなわち権利ないし法益の侵害がある）ため、憲法や条約に違反す

る旨を主張するのみで、具体的にいかなる法令の規定に基づいてどのよう

な職務上の法的義務が発生するのか、何ら特定しておらず、失当である。


